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1. 使用済燃料プール監視設備（設計基準対象施設） 

1.1 概要 

平成 25 年 7 月 8 日に施行された新規制基準のうち，「実用発電用原子炉及びその

附属施設の位置，構造及び設備の基準に関する規則（以下，設置許可基準規則）」

第十六条第 3 項（燃料体等の取扱施設及び貯蔵施設）において，『使用済燃料貯蔵

槽の水位及び水温並びに燃料取扱場所の放射線量を測定できる設備』の設置が要求

されている。 

このため，使用済燃料プールの水位及び水温並びに燃料取扱場所の放射線量を監

視する，設計基準対象施設である使用済燃料プール監視設備について，以下のとお

り基準適合性を確認した。 

 
1.2 使用済燃料プール監視設備（設計基準対象施設）について 

設置許可基準規則第十六条第 3項にて要求されている『使用済燃料貯蔵槽の水位

及び水温並びに燃料取扱場所の放射線量を測定できる設備』については，使用済燃

料貯蔵プール水位，使用済燃料貯蔵プールライナ漏えい検出，燃料プール冷却浄化

系ポンプ入口温度，使用済燃料貯蔵プール温度，使用済燃料貯蔵プール水位・温度

（SA 広域），燃料貯蔵プールエリア放射線モニタ，原子炉区域換気空調系排気放射

線モニタ，燃料取替エリア排気放射線モニタを設置している。また使用済燃料プー

ルの水位低下，上昇及び温度上昇並びに燃料取扱場所の放射線量の異常を検知し，

中央制御室に警報を発信する機能を有している。（第 1.2.1 表及び第 1.2.2 表参照） 

さらに，外部電源が利用できない場合においても，『発電用原子炉施設の状態を

示す事項（以下「パラメータ」という。）』として，使用済燃料プールの水位及び水

温並びに燃料取扱場所の放射線量を監視する，使用済燃料貯蔵プール水位，使用済

燃料貯蔵プールライナ漏えい検出，燃料プール冷却浄化系ポンプ入口温度，使用済

燃料貯蔵プール温度，使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA 広域），燃料貯蔵プー

ルエリア放射線モニタ，原子炉区域換気空調系排気放射線モニタ，燃料取替エリア

排気放射線モニタについて，非常用所内電源設備からの電源供給により監視可能で

あるとともに，測定結果については，表示し，記録し，これを保存することとして

いる。 
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第 1.2.1 表 使用済燃料プール監視設備（設計基準対象施設）の一覧 

※基準地震動 Ss による地震力に対して，機能を維持する設計とする。 

 

 

 

名称 検出器種類 測定範囲の考え方 測定範囲 警報設定値 設置場所 個数 
耐震重要
度分類 

使用済燃料貯蔵
プール水位 

フロート式 
水位が通常水位(6 号炉：T.M.S.L. 
31395mm，7 号炉：T.M.S.L.31390mm) 

近傍であること。 

― 

6 号炉 
水位低 
通常水位-162mm(T.M.S.L.31233mm) 

水位高 
通常水位+32mm(T.M.S.L.31427mm) 
 

7 号炉 
水位低 
通常水位-250mm(T.M.S.L.31140mm) 

水位高 
通常水位+109mm(T.M.S.L.31499mm) 

原子炉建屋 4階 
6 号炉：1 
7 号炉：1 

C 

使用済燃料貯蔵
プールライナ漏

えい検出 

フロート式 
使用済燃料プールライナ部からの
漏えいを検知できること。 

― 

6 号炉 

ドレン止め弁(T.M.S.L.12696mm) 
+523mm(T.M.S.L.13219mm) 
 

7 号炉 
ドレン止め弁(T.M.S.L.12657mm) 
+650mm(T.M.S.L.13307mm) 

原子炉建屋 1階 
6 号炉：1 
7 号炉：1 

B 

燃料プール冷却

浄化系ポンプ 
入口温度 

熱電対 

燃料プール冷却浄化系の系統より
プール温度は 52℃以下に維持され

ており，使用済燃料プールの水が通
常温度より高くなったことを検出
するため，プール水の最高許容温度

（65℃）に余裕を見た温度としてい
る。 

0～100℃ 

6 号炉 温度高 57℃ 

 
7 号炉 温度高 55℃ 

原子炉建屋 2階 
6 号炉：1 
7 号炉：1 

C 

使用済燃料貯蔵
プール温度 

熱電対 0～100℃ 
6 号炉 温度高 57℃ 
 

7 号炉 温度高 55℃ 

原子炉建屋 4階 
6 号炉：1 
7 号炉：1 

C 

使用済燃料貯蔵

プール水位・温
度（SA 広域） 

熱電対 
使用済燃料プール上端近傍からプ
ール下端まで計測できる。 

水位： 

6 号炉 
T.M.S.L.20180  ～   

31170mm 

7 号炉 
T.M.S.L.20180  ～   

31123mm 
 
温度：0～150℃ 

6 号炉  
水位低 通常水位-225mm(T.M.S.L.31170mm) 

温度高 57℃ 
 
7 号炉  

水位低 通常水位-267mm(T.M.S.L.31123mm） 
温度高 55℃ 
 

原子炉建屋 4階 
6 号炉：1 
7 号炉：1 

C（Ss）※ 
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第 1.2.2 表 使用済燃料プール監視設備（設計基準対象施設）の一覧 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

名称 検出器種類 測定範囲の考え方 測定範囲 警報設定値 設置場所 個数 
耐震重要
度分類 

燃料貯蔵プール
エリア放射線モ

ニタ 
半導体式 

使用済燃料プールの遮蔽設計区分
はＦとなり（遮蔽設計区分 Ｆ≧

1mSv/h）1mSv/h 以上が計測できる
設定とする。 

1～104mSv/h 5.0×100mSv/h 原子炉建屋 4階 
6 号炉：2 

7 号炉：2 
C 

燃料取替エリア

排気放射線モニ
タ 

半導体式 

燃料取扱場所の放射能レベルを連
続的に監視し，非常用ガス処理系を

起動する設定値であるバックグラ
ウンドの 10 倍以上が計測できる範
囲とする。 

10-3～10mSv/h 
高高 バックグラウンドの 10 倍 
高  バックグラウンドの 5倍 

原子炉建屋 4階 
6 号炉：4 
7 号炉：4 

S 

原子炉区域換気

空調系排気放射
線モニタ 

半導体式 

原子炉区域から放出される換気空
調系排気を連続的に監視し，非常用

ガス処理系を起動する設定値であ
るバックグラウンドの 10 倍以上が
計測できる範囲とする。 

10-4～1mSv/h 
高高 バックグラウンドの 10 倍 
高  バックグラウンドの 5倍 

6 号炉： 
原子炉建屋中4階 

7 号炉： 

原子炉建屋 3階 

6 号炉：4 
7 号炉：4 

S 
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（1） 使用済燃料貯蔵プール水位 

○計測目的：使用済燃料プールの通常補給レベルの監視及び基準水位レベ 

ル（6 号炉 T.M.S.L.31395mm，7 号炉 T.M.S.L.31390mm）からの水

位の異常な低下及び上昇の早期監視。 

   
   ○構成概略：フロート式水位検出器で検出された使用済燃料プールの水位は，

所定の警報設定値に達した場合，水位低及び水位高の検出信号が，

中央制御室に発信され，警報が発せられるとともに，プロセス計

算機からタイプライタに出力し記録する。 

 
○警報設定： 

水位高：使用済燃料プール水位の異常な上昇によって運転操作床面へ

プール水が溢れるのを事前に検知する設定値を設ける。 

    6 号炉：通常水位  +32mm (T.M.S.L.31427mm） 

    7 号炉：通常水位 +109mm (T.M.S.L.31499mm） 

       水位低：燃料プール冷却浄化系ポンプが停止した場合の水位低下を考

慮し，想定していない異常な水位低下を早期に検知するため

燃料プール冷却浄化系ポンプが停止した場合の水位より下

に設定値を設ける。 

    6 号炉：通常水位 -162mm（T.M.S.L.31233mm） 

    7 号炉：通常水位 -250mm（T.M.S.L.31140mm） 

 

 

 

  

 
 

 

第 1.2.1 図 使用済燃料貯蔵プール水位の概略構成図 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 1.2.2 図 使用済燃料貯蔵プール水位の警報設定値（6号炉） 

T.M.S.L.31395mm(通常水位)

T.M.S.L.31427mm(水位高)

T.M.S.L.31233mm(水位低)

検出器

使用済燃料プール

中央制御室 

警 報 

 

フロート式水位 

検出器 

 

記 録 

プロセス計算機 
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検出器

T.M.S.L.31390mm(通常水位)

T.M.S.L.31499mm(水位高)

T.M.S.L.31140mm(水位低)

使用済燃料プール
 

 

第 1.2.3 図 使用済燃料貯蔵プール水位の警報設定値（7号炉） 

 

（設備仕様） 

個 数 ： 6 号炉 1 個 

7 号炉 1 個 

設 置 場 所 ： 原子炉建屋 4階 

警報設定値 ： 6 号炉  

水位高:通常水位 ＋32mm (T.M.S.L.31427mm） 

水位低:通常水位 -162mm（T.M.S.L.31233mm） 

 

7 号炉 

水位高:通常水位＋109mm (T.M.S.L.31499mm） 

水位低:通常水位 -250mm（T.M.S.L.31140mm） 

一 括 警 報 ： FPC（A） 

個 別 警 報 ： 燃料プール水位低，燃料プール水位高 
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（2） 使用済燃料貯蔵プールライナ漏えい検出 

 ○計測目的：使用済燃料プールライナからの漏えいの早期監視。 

使用済燃料プールライナから漏えいがある場合，漏えいしたプー

ル水は使用済燃料プールライナドレン漏えい検出系配管を通じド

レン溜にたまる。このドレン水位を検出することで使用済燃料プ

ールライナからの漏えいを監視する。 

 
 ○構成概略：使用済燃料プールライナドレン漏えい検出系配管を通じドレン溜

にたまった漏えい水をフロート式水位検出器で検出し，使用済燃

料プールライナからの漏えい量が，所定の警報設定値に達した場

合，漏えい水検出信号を中央制御室に発し，警報が発せられると

ともに，プロセス計算機からタイプライタに出力し記録を行う。 

  
○警報設定：使用済燃料貯蔵プールライナ漏えい検出は，漏えい水検出器の下

流側に設けたドレン止め弁からの水位により早期に漏えいを検

出する。 

６号炉はドレン止め弁(T.M.S.L.12696mm)より

+523mm(T.M.S.L.13219mm)， 

7 号炉はドレン止め弁(T.M.S.L.12657mm)より

+650mm(T.M.S.L.13307mm)としている。 

 

 

 

 

  

 
 

 

第 1.2.4 図 使用済燃料貯蔵プールライナ漏えい検出の概略構成図 

 

中央制御室 

警 報 

 

フロート式水位 

検出器 

 

記 録 

プロセス計算機 



 

16 条－別添 2－7 

 

 

使用済燃料

使用済燃料プール

漏えい目視箱

検出器

T.M.S.L.13219mm(水位高)

T.M.S.L.12696mm(ドレン止め弁)

 
 

第 1.2.5 図 使用済燃料貯蔵プールライナ漏えい検出の警報設定値（6号炉） 

 

使用済燃料

使用済燃料プール

検出器

T.M.S.L.12657mm(ドレン止め弁)

T.M.S.L.13307mm(水位高)

：フローグラス

 
 

第 1.2.6 図 使用済燃料貯蔵プールライナ漏えい検出の警報設定値（7号炉） 
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（設備仕様） 

個 数 ： 6 号炉 1 個 

7 号炉 1 個 

設 置 場 所 ： 原子炉建屋 1階 

警報設定値 ： 6 号炉 

ドレン止め弁(T.M.S.L.12696mm)より

+523mm(T.M.S.L.13219mm) 
 
7 号炉 

ドレン止め弁(T.M.S.L.12657mm)より

+650mm(T.M.S.L.13307mm) 

一 括 警 報 ： FPC（A） 

個 別 警 報 ： 燃料プールライナドレン漏えい大 

 
 

 

 



 

16 条－別添 2－9 

 

（3） 使用済燃料貯蔵プール温度及び燃料プール冷却浄化系ポンプ入口温度 

   ○計測目的：使用済燃料プール温度の異常な上昇の監視及び冷却状況の把握。 

 
   ○構成概略：6 号炉使用済燃料貯蔵プール温度及び燃料プール冷却浄化系ポン

プ入口温度は，使用済燃料プールの水温を熱電対により検出し，

熱電対からの起電力を，安全系多重伝送盤内の演算装置を経由し，

ESF 盤内の演算装置において温度信号に変換する処理を行った後，

中央制御室に指示及び記録されるとともに，所定の警報設定値に

達した場合，温度高の検出信号が発信され，中央制御室に警報が

発せられる。 

         7 号炉使用済燃料貯蔵プール温度及び燃料プール冷却浄化系ポン

プ入口温度は，使用済燃料プールの水温を熱電対により検出し，

熱電対からの起電力を，ESF 盤内の演算装置において温度信号に

変換する処理を行った後，中央制御室に指示及び記録されるとと

もに，所定の警報設定値に達した場合，温度高の検出信号が発信

され，中央制御室に警報が発せられる。 

 
○計測範囲：冷却水の過熱状態を監視できるよう，0～100℃の温度計測を可能 

としている。 

 
〇警報設定：使用済燃料貯蔵プール温度及び燃料プール冷却浄化系ポンプ入口

温度の設定値は，燃料プール冷却浄化系の系統よりプール温度は

52℃以下に維持されており，使用済燃料プールの水が通常温度よ

り高くなったことを検出するため，プール水の最高許容温度

（65℃）に余裕を見た温度（6号炉：57℃，7号炉：55℃）として

いる。 

 

 

 

 

   

 

 

 

第 1.2.7 図 6 号炉使用済燃料貯蔵プール温度及び燃料プール冷却浄化系ポンプ入口

温度の概略構成図 

中央制御室 

熱電対 

 
警 報 

 

演算装置 

ESF 盤 

指 示 

 

記 録 

 

演算装置 

安全系多重伝送現場盤 
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第1.2.8図 ７号炉使用済燃料貯蔵プール温度及び燃料プール冷却浄化系ポンプ入口

温度の概略構成図 
 

使用済燃料

使用済燃料プール

燃料プール冷却
浄化系ポンプ

使用済燃料
プールへ

検出器

スキマサージ
タンク

 
 

第 1.2.9 図 燃料プール冷却浄化系ポンプ入口温度の設置図 
 

 

【7号炉】【6号炉】

検出器

使用済燃料プール

T.M.S.L.31106mm 

T.M.S.L.31390mm(通常水位)

使用済燃料プール

検出器

T.M.S.L.31095mm

T.M.S.L.31395mm(通常水位)

 
第 1.2.10 図 使用済燃料貯蔵プール温度の設置図 

 

中央制御室 

熱電対 

 
警 報 

 

演算装置 

ESF 盤 

指 示 

 

記 録 

 



 

16 条－別添 2－11 

 

（設備仕様） 

計 測 範 囲 ： 0～100℃ 

個 数 ： 6 号炉 2 個 

7 号炉 2 個 

設 置 場 所 ： 原子炉建屋 2 階（燃料プール冷却浄化系ポンプ入口

温度） 

原子炉建屋 4階（使用済燃料貯蔵プール温度） 

警 報 設 定 値 ： 6 号炉 温度高 57℃ 

7 号炉 温度高 55℃ 

一 括 警 報 ： FPC（A） 

個 別 警 報 ： FPC ポンプ入口温度高 

使用済燃料貯蔵プール水温度高 
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（4） 使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA 広域） 

○計測目的（水位）：使用済燃料プール水位の異常な低下の監視。 

 

○計測目的（温度）：使用済燃料プール温度の異常な上昇の監視及び冷却 

状況の把握。 

 
○構成概略：使用済燃料貯蔵プール温度（SA 広域）の検出信号は，熱電対から

の起電力を，中央制御室の指示部にて温度信号に変換する処理を

行った後，使用済燃料貯蔵プール温度（SA 広域）を中央制御室に

指示し，記録する。また，所定の警報設定値に達した場合に警報

が発せられる。 

使用済燃料貯蔵プール水位（SA 広域）は，T.M.S.L.20180mm か

ら 15 箇所に設置した液相及び気相の熱電対からの起電力を，中

央制御室の指示部にて水位信号へ変換する処理を行った後，使用

済燃料貯蔵プール水位（SA 広域）を中央制御室に指示し，記録す

る。気相と液相の差温度を確認することにより間接的に水位を監

視することができる。また，所定の警報設定値に達した場合に警

報が発せられる。 

 

 

 

 
 

第 1.2.11 図 使用済燃料貯蔵プール温度（SA 広域） 

 

 

 

 

 

 
 

 

第 1.2.12 図 使用済燃料貯蔵プール水位（SA 広域） 

 

〇計測範囲（水位）：使用済燃料プール上端近傍からプール下端まで計測を可

能としている。 

なお，基準地震動 Ss によるスロッシングを考慮した溢

水時（通常水位から約 2.9m 低下）においても計測可能

な範囲としている。 

 

○計測範囲（温度）：冷却水の過熱状態を監視できるよう，0～150℃の温度計

測を可能としている。 

 

熱電対 中央制御室 

（注 1） 

指 示 
警 報 

（注 1）記録計 

熱電対 中央制御室 

（注 1） 

指 示 
警 報 

指 示 

（注 1）記録計 
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〇警報設定（水位）：水位低：使用済燃料貯蔵プール水位（SA 広域）の設定値

は，燃料プール冷却浄化系ポンプが停止した場

合の水位低下を考慮し，想定していない異常な

水位低下を早期に検知するため燃料プール冷

却浄化系ポンプが停止した場合の水位より下

に設定値を設ける。 

          6 号炉：通常水位-225mm（T.M.S.L.31170mm） 

          7 号炉：通常水位-267mm（T.M.S.L.31123mm） 

〇警報設定（温度）：使用済燃料貯蔵プール温度（SA 広域）の設定値は，燃料

プール冷却浄化系の系統よりプール温度は 52℃以下に

維持されており，使用済燃料プールの水が通常温度より

高くなったことを検出するため，プール水の最高許容温

度（65℃）に余裕を見た温度（6 号炉：57℃，7 号炉：

55℃）としている。 
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T.M.S.L.31700

T.M.S.L.24420

T.M.S.L.31395（通常水位）

T.M.S.L.19880（底部）

T.M.S.L.28495
（スロッシング時の水位低下）

T.M.S.L.20180

使用済燃料

貯蔵ラック

計測
範囲

●：熱電対

T.M.S.L.31170

T.M.S.L.31575

T.M.S.L.30983
（サイフォンブレーク孔）

単位：mm

 
 

第 1.2.13 図 6 号炉使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA 広域） 

 

T.M.S.L.28490
（スロッシング時の水位低下）

T.M.S.L.31390（通常水位）

T.M.S.L.24373

T.M.S.L.19880（底部）

T.M.S.L.20180

T.M.S.L.31700

使用済燃料
貯蔵ラック

計測
範囲

●：熱電対

T.M.S.L.31123

T.M.S.L.31575

T.M.S.L.30890
（サイフォンブレーク孔）

単位：mm

 
 

第 1.2.14 図 7 号炉使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA 広域） 
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（設備仕様） 

計 測 範 囲 ： 【水位】 

6 号炉：T.M.S.L.20180 ～ 31170mm 

7 号炉：T.M.S.L.20180 ～ 31123mm 

【温度】 

6 号及び 7号炉：0～150℃  

個 数 ： 6 号炉 1 個（検出点 14 箇所） 

7 号炉 1 個（検出点 14 箇所） 

設 置 場 所 ： 原子炉建屋 4階 

警報設定値 ： 6 号炉 

水位低 ：通常水位 -225mm（T.M.S.L.31170mm） 

温度高 ：57℃（T.M.S.L.29920mm） 

 

7 号炉 

水位低 ：通常水位 -267mm（T.M.S.L.31123mm） 

温度高 ：55℃（T.M.S.L.29873mm） 

 

個 別 警 報 ： SFP（広域）水位低，SFP（広域）温度高 

 
 



 

16 条－別添 2－16 

 

（5） 燃料貯蔵プールエリア放射線モニタ 

 ○計測目的：通常時及び燃料取扱事故（燃料集合体の落下）時において燃料取

扱場所の放射線量について変動する可能性のある範囲を測定し

監視する。 

 

○構成概略：6号炉燃料貯蔵プールエリア放射線モニタは放射線量率を，半導 

体検出器を用いてパルス信号として検出する。検出したパルス信

号を中央制御室の指示部にて放射線量率信号へ変換する処理を

行った後，放射線量率は中央制御室に指示及び記録されるととも

に，所定の警報設定値に達した場合，放射線レベル高の検出信号

が発信され，中央制御室に警報が発せられる。 

7 号炉燃料貯蔵プールエリア放射線モニタは放射線量率を，半導

体検出器を用いてパルス信号として検出する。検出したパルス信

号を放射線モニタ多重伝送現場盤内の演算装置において放射線

量率信号へ変換する処理を行った後，放射線量率は中央制御室に

指示及び記録されるとともに，所定の警報設定値に達した場合，

放射線レベル高の検出信号が発信され，中央制御室に警報が発せ

られる。 

 

○計測範囲：燃料貯蔵プールエリア放射線モニタの計測範囲の計測下限値は，

使用済燃料プールの遮蔽設計区分はＦとなり（遮蔽設計区分 Ｆ

≧1mSv/h）1mSv/h 以上が計測できる設定とする。検出器は 4デカ

ードまでの測定が可能であり，当該エリアモニタの計測範囲は，

1～104mSv/h の放射線量率を計測可能とする。 

 

〇警報設定：事故等による放射線レベルの上昇を検知するため，警報設定値は，

5mSv/h としている。 

 

 

 

 

 

 

 

第 1.2.15 図 6 号炉燃料貯蔵プールエリア放射線モニタの概略構成図 

 

 

 

 

 
 

第 1.2.16 図 7 号炉燃料貯蔵プールエリア放射線モニタの概略構成図 

中央制御室 
半導体検出器 

指 示 記 録 

警 報 

中央制御室 
半導体検出器 

指 示 記 録 

警 報 

演算装置 

放射線モニタ 

多重伝送現場盤 
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（設備仕様） 

計 測 範 囲 ： 1～104mSv/h 

個 数 ： 6 号炉 2 個 

7 号炉 2 個 

設 置 場 所 ： 原子炉建屋 4階 

警 報 設 定 値 ： 5.0×100mSv/h 

一 括 警 報 ： 放射線モニタ高／高高 

個 別 警 報 ： 原子炉建屋放射線レベル高 
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（6） 燃料取替エリア排気放射線モニタ 

○計測目的：燃料取扱場所での燃料取扱事故（燃料集合体の落下）時により放

出される核分裂生成物を検出し，原子炉建屋の通常換気空調系を

停止するとともに，非常用ガス処理系に切り替えるため，燃料取

替エリア排気の放射線量を監視する。 

 
○構成概略：使用済燃料プールエリアの放射線量率を，半導体検出器を用いて

パルス信号として検出する。検出したパルス信号を中央制御室の

指示部にて放射線量率信号へ変換する処理を行った後，放射線量

率は中央制御室に指示及び記録されるとともに，所定の警報設定

値に達した場合，放射線レベル高又は高高の検出信号が発信され，

中央制御室に警報が発せられる。また高高信号で非常用ガス処理

系を起動する。 

  
 ○計測範囲：燃料取扱場所の放射能レベルを連続的に監視し，異常な放射能上

昇を検知した場合に，原子炉建屋の通常換気空調系を停止すると

ともに，非常用ガス処理系を起動する設定値であるバックグラウ

ンドの 10 倍以上が計測できる範囲とする。 

 
〇警報設定：事故等による放射線レベルの上昇を検知するため，警報設定値は，

バックグラウンドの 5倍及び 10 倍としている。 

 

 

 

 

 

 

 

第 1.2.17 図 燃料取替エリア排気放射線モニタ 

 
（設備仕様） 

計 測 範 囲 ： 10-3～10mSv/h 

個 数 ： 6 号炉 4 個 

7 号炉 4 個 

設 置 場 所 ： 原子炉建屋 4階 

警 報 設 定 値 ： 高高 バックグラウンドの 10 倍 

高  バックグラウンドの 5倍 

一 括 警 報 ： 高高 燃取床放射能高高 

高  放射線モニタ高/高高 

個 別 警 報 ： 高高 燃料取替エリア排気放射能高高 

高  燃料取替エリア排気放射能高 

 

中央制御室 
半導体検出器 

指 示 記 録 

警 報 
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（7） 原子炉区域換気空調系排気放射線モニタ 

  ○計測目的：燃料取扱場所での燃料取扱事故（燃料集合体の落下）時により放

出される核分裂生成物を検出し，原子炉建屋の通常換気空調系を

停止するとともに，非常用ガス処理系に切り替えるため，原子炉

区域換気空調系排気の放射線量を監視する。 

  
○構成概略：原子炉区域換気空調系の放射線量率を，半導体検出器を用いてパ

ルス信号として検出する。検出したパルス信号を中央制御室の指

示部にて放射線量率信号へ変換する処理を行った後，放射線量率

は中央制御室に指示及び記録されるとともに，所定の警報設定値

に達した場合，放射線レベル高又は高高の検出信号が発信され，

中央制御室に警報が発せられる。また，高高信号で非常用ガス処

理系を起動する。 

 
 ○計測範囲：原子炉区域から放出される換気空調系排気を連続的に監視し，異

常な放射能上昇を検知した場合に，原子炉建屋の通常換気空調系

を停止するとともに，非常用ガス処理系を起動する設定値である

バックグラウンドの 10 倍以上が計測できる範囲とする。 

 
〇警報設定：事故等による放射線レベルの上昇を検知するため，警報設定値は，

バックグラウンドの 5倍及び 10 倍としている。 

 

 

 

 

 

 

 

第 1.2.18 図 原子炉区域換気空調系排気放射線モニタ 

 

（設備仕様） 

計 測 範 囲 ： 10-4～1mSv/h 

個 数 ： 6 号炉 4 個 

7 号炉 4 個 

設 置 場 所 ： 6 号炉 原子炉建屋中 4階 

7 号炉 原子炉建屋 3階 

警 報 設 定 値 ： 高高 バックグラウンドの 10 倍 

高  バックグラウンドの 5倍 

一 括 警 報 ： 高高 R/B 放射能高高 

高  放射線モニタ高/高高 

個 別 警 報 ： 高高 原子炉区域換気空調系排気放射線モニタ高高 

高  原子炉区域換気空調系排気放射線モニタ高 

 

中央制御室 
半導体検出器 

指 示 記 録 

警 報 
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1.3 使用済燃料プール監視設備（設計基準対象施設）の計測結果の記録及び保存に

ついて 

「実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則」第三十四条にお

いて使用済燃料プールの温度，水位及び燃料取扱場所の放射線量について，「表示，

記録，保存」が追加要求されており，柏崎刈羽原子力発電所原子炉施設保安規定 第

11 章記録及び報告 第 120 条に定める保安に関する記録及び社内マニュアルに基

づき保存期間等を定めて保管することとしている。 

 

第 1.3.1 表 使用済燃料プール監視設備の記録保管期間 

要求項目 計測装置 記録方法 保存期間 

十二 管理区域内において人

が常時立ち入る場所そ

の他放射線管理を特に

必要とする場所（燃料取

扱場所その他の放射線

業務従事者に対する放

射線障害の防止のため

の措置を必要とする場

所をいう。）の線量当量

率 

燃料貯蔵プール

エリア放射線モ

ニタ 

記録紙 10 年 

原子炉区域換気

空調系排気放射

線モニタ 

燃料取替エリア

排気放射線モニ

タ 

記録紙 5 年 

十四 使用済燃料その他の高

放射性の燃料体を貯蔵

する水槽の水温及び水

位 

使用済燃料貯蔵

プール水位 
日常点検表 5 年 

使用済燃料貯蔵

プール温度 
日常点検表 5 年 
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1.4 使用済燃料プール監視設備（設計基準対象施設）の電源構成について 

外部電源が利用できない場合においても使用済燃料プールの水位，温度及び燃料

取扱場所の放射線量を監視することが要求されていることから使用済燃料プール

監視設備は，非常用所内電源設備より受電し，外部電源が喪失した場合においても

計測できるようにしている。（第十六条 第 3項） 
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第 1.4.1 図 計測装置の電源構成概略図（6号炉） 
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第 1.4.2 図 計測装置の電源構成概略図（7号炉） 
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1.5 使用済燃料プール監視設備（設計基準対象施設）の設置場所について 

（1） 6 号炉の使用済燃料プール監視設備 

第 1.5.1 図に 6号炉使用済燃料プール監視設備の設置場所を示す。 

 
 

第 1.5.1 図 6 号炉使用済燃料プール監視設備の設置場所(1/4) 
 

 

 

枠囲みの内容は機密事項に属しますので公開できません。 
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第 1.5.1 図 6 号炉使用済燃料プール監視設備の設置場所(2/4) 
 

 

枠囲みの内容は機密事項に属しますので公開できません。 
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第 1.5.1 図 6 号炉使用済燃料プール監視設備の設置場所(3/4) 

 

 

枠囲みの内容は機密事項に属しますので公開できません。 
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第 1.5.1 図 6 号炉使用済燃料プール監視設備の設置場所(4/4) 

 

枠囲みの内容は機密事項に属しますので公開できません。 
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（2） 7 号炉の使用済燃料プール監視設備 

第 1.5.2 図に 7号炉使用済燃料プール監視設備の設置場所を示す。 

 

 

 
第 1.5.2 図 7 号炉使用済燃料プール監視設備の設置場所(1/4) 

 

枠囲みの内容は機密事項に属しますので公開できません。 
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第 1.5.2 図 7 号炉使用済燃料プール監視設備の設置場所(2/4) 

 

枠囲みの内容は機密事項に属しますので公開できません。 
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第 1.5.2 図 7 号炉使用済燃料プール監視設備の設置場所(3/4) 

 

枠囲みの内容は機密事項に属しますので公開できません。 
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第 1.5.2 図 7 号炉使用済燃料プール監視設備の設置場所(4/4) 

枠囲みの内容は機密事項に属しますので公開できません。 
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別紙１ 

各計測装置の記録及び保存について 

 

「実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則」第三十四条におい

て使用済燃料プールの温度，水位及び線量当量率について，「表示，記録，保存」が

追加要求されており，柏崎刈羽原子力発電所原子炉施設保安規定 第 11 章記録及び

報告 第120条に定める保安に関する記録及び社内マニュアルに基づき保存期間等を

定めて保管することとしている。 

 
要求項目 計測装置 記録方法 保存期間 

一 炉心における中性子束密
度 

起動領域モニタ 記録紙 10 年 

平均出力領域モ
ニタ 記録紙 10 年 

三 制御棒の位置及び液体制
御材を使用する場合にあ
っては、その濃度 

制御棒位置 運転日誌 １年 

四 一次冷却剤に関する次の
事項  

イ 放射性物質及び不純物の
濃度 原子炉水導電率 運転日誌 １年 

ロ 原子炉圧力容器の入口及
び出口における圧力、温度
及び流量 

主蒸気圧力 運転日誌 10 年 

主蒸気流量 運転日誌 10 年 

主蒸気温度 運転日誌 10 年 

給水圧力 運転日誌 10 年 

給水流量 運転日誌 10 年 

給水温度 運転日誌 10 年 

五 原子炉圧力容器（加熱器が
ある場合は、加熱器）内及
び蒸気発生器内の水位 

原子炉水位(停
止域) 運転日誌 ※１ 

原子炉水位(燃
料域) 運転日誌 ※１ 

原子炉水位(広
帯域) 運転日誌 ※１ 

原子炉水位(狭
帯域) 運転日誌 ※１ 

六 原子炉格納容器内の圧力、
温度、可燃性ガスの濃度、
放射性物質の濃度及び線
量当量率 

格納容器内圧力 日常点検表 5 年 

格納容器内温度 運転日誌 ※１ 

格納容器内酸素
ガス濃度 運転日誌 ※１ 

格納容器内線量
等量率 日常点検表 5 年 

格納容器内放射
性物質濃度 運転日誌 ※１ 

七 主蒸気管中及び空気抽出
器その他の蒸気タービン

主蒸気管放射線
モニタ 日常点検表 5 年 
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要求項目 計測装置 記録方法 保存期間 
又は復水器に接続する設
備であって放射性物質を
内包する設備の排ガス中
の放射性物質の濃度 

空気抽出器排ガ
ス放射線モニタ 記録紙 ※１ 

八 蒸気発生器の出口におけ
る二次冷却材の圧力、温度
及び流量並びに二次冷却
材中の放射性物質の濃度 

PWR に対する要求 

九 排気筒の出口又はこれに
近接する箇所における排
水中の放射性物質の濃度 

主排気筒放射線
モニタ 

気体廃棄物管
理月報 10 年 

SGTS 系放射線モ
ニタ 

気体廃棄物管
理月報 10 年 

十 排水口又はこれに近接す
る箇所における排水中の
放射性物質の濃度 

液体プロセス放
射線モニタ 

放射性液体廃
棄物管理月報 10 年 

十一 放射性物質により汚染
する可能性がある管理
区域（管理区域のうち、
その場所における外部
放射線に係わる線量の
みが実用炉規則第二条
第二項第四号に規定す
る線量を超えるおそれ
がある場合を除いた場
所をいう。以下同じ。）
内に開口部がある排水
路の出口又はこれに近
接する箇所における排
水中の放射性物質の濃
度 

対象なし 
 

十二 管理区域内において人
が常時立ち入る場所そ
の他放射線管理を特に
必要とする場所（燃料取
扱場所その他の放射線
業務従事者に対する放
射線障害の防止のため
の措置を必要とする場
所をいう。）の線量当量
率 

R/B 4F 北西側
エリア 記録紙 10 年 

燃料貯蔵プール
エリア(A) 記録紙 10 年 

燃料貯蔵プール
エリア(B) 記録紙 10 年 

原子炉区域(A) 記録紙 10 年 

原子炉区域(B) 記録紙 10 年 

R/B 4F 南東
側 記録紙 10 年 

MSIV/SRV ラッピ
ング室 記録紙 10 年 

R/B 3F 南東
側エリア 記録紙 10 年 

R/B 2F 北西
側エリア 記録紙 10 年 
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要求項目 計測装置 記録方法 保存期間 
R/B 2F 南東

側エリア 記録紙 10 年 

R/B 1F 北西
側エリア 記録紙 10 年 

R/B 機器搬出
入口 記録紙 10 年 

R/B 1F 南東
側エリア 記録紙 10 年 

原子炉冷却材浄
化系操作エリア 記録紙 10 年 

炉水サンプリン
グ室 記録紙 10 年 

計装ラック室
(A) 記録紙 10 年 

計装ラック室
(D) 記録紙 10 年 

R/B B1F   
南東側エリア 記録紙 10 年 

TIP 駆動装置室 記録紙 10 年 

ＴＩＰ装置室 記録紙 10 年 
CRD/RIP 
補修室 記録紙 10 年 

R/B B2F   
南東側エリア 記録紙 10 年 

CRD 水圧制御ユ
ニットエリア

(A) 
記録紙 10 年 

CRD 水圧制御ユ
ニットエリア

(B) 
記録紙 10 年 

R/B B3F   
南東側エリア 記録紙 10 年 

十三 周辺監視区域に隣接す
る地域における空間線
量率及び放射性物質の
濃度 

モニタリングポ
スト 

モニタリング
スト月報 5 年 

十四 使用済燃料その他の高
放射性の燃料体を貯蔵
する水槽の水温及び水
位 

使用済燃料貯蔵
プール温度 日常点検表 5 年 

使用済燃料貯蔵
プール水位 日常点検表 5 年 

十五 敷地内における風向及
び風速 風向・風速計 気象記録チャ

ート 10 年 

※1：永久（原子炉施設を解体又は廃棄した後 5年が経過するまでの期間） 
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別紙 2 

使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA 広域）について 

 

1. 使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA 広域）の計測性能 

(1) 検出原理 

使用済燃料貯蔵プール水位（SA 広域）は，金属シースとヒータ線・熱電対の

間に絶縁材を充てん封入したヒータ付熱電対を使用した水位計である。ヒータ付

熱電対の検出点が気中にあるときにヒータを加熱すると，熱電対が検出する温度

はヒータ加熱時間にほぼ比例して上昇する。一方，検出点が水中にあるときにヒ

ータを加熱すると，熱電対が検出する温度はヒータ加熱開始後，数十秒で飽和す

る（第 1図）。これは気中と水中とで熱伝達率が異なっているためである。この

特性を利用して，ヒータ加熱開始前後の熱電対の温度変化から検出点が水中にあ

るか気中にあるかを判定する。検出点をプールの深さ方向に複数並べることによ

って検出点の配置間隔でプール水位を計測することができる。 

ヒータ加温開始後 30 秒以上で水中／気中を判定することが可能だが，確実に

水中／気中を判定するため，ヒータ加温時間は 60 秒としている。 

また，ヒータ付熱電対は，ヒータを加熱しない状態では，通常の熱電対と同様

に温度を計測することが可能である。 

 

 
 

第 1 図 熱電対（ヒータ付）による水位検出原理 

 



 

16 条－別添 2－36 

 

(2) 事故時の計測性能の信頼性について 

使用済燃料プールの重大事故等時において，プール水温の上昇に伴う沸騰によ

る水位低下が想定される。その場合は，気相部分の熱電対が蒸気に覆われること

が想定されるため，そのような状態を模擬した試験を実施している。 

試験容器内に水位計を設置し，水温を 100℃まで加熱（沸騰状態）した状態か

ら水位を低下させた試験を実施している。 

ヒータ付熱電対の応答性について,水位を低下させて JP2（真ん中の温度計）

温度計の挙動を確認した。 

JP2 温度計が水面下（水中）の場合は温度上昇すること無く水温を測定してい

るが,検出器が水面以上（気中）となった場合はヒータによる加熱で温度が顕著

に上昇し始めることが確認されており，検出点をヒータで加熱することにより水

中／気中の判定は可能であると言える。なお，ヒータ ON による水位判定は約 60

秒であり，その後ヒータ OFF することで，水中にある熱電対の指示値は，ヒータ

ON 前の水温に約 60 秒で復帰する。 

（第2図 「高温状態の試験結果」参照。） 

 

 
第 2 図 高温状態の試験結果 

 

 

(3) 温度計及び水位計としての機能維持について 

使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA 広域）は，熱電対による温度にて水温

及び水位を測定する二つの機能を持つ。 

温度計に関しては液相にある 14 箇所の温度を測定することで多重性を持つ設

計とする。また，ヒータ付きの熱電対であるが全ての熱電対に対して同時にヒー

タを使用しないことで使用済燃料プールの温度については連続して測定が可能

である。 

水位計に関しては，気相と液相の差温度を確認することにより水位を監視す
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ることができる。また，ヒータで加熱することによって熱電対の温度上昇によ

って熱電対が気相又は液相にあるのか判定が可能である。 

ヒータ加熱によって水温測定が不可とならないように，各熱電対に対して順

番に一定時間ヒータ ON／OFF を繰り返して実施することで，同時に水位・温度

計測が可能な設計とする（14 個の熱電対を上から交互に 2 グループに分けて，

1分間ヒータ ON を繰り返して約 7分で 1周させる計画）。 

 

なお，第五十四条第１項で要求される想定事故（第 37 条解釈 3-1(a)想定事

故 1（冷却機能又は注水機能喪失により水温が上昇し，蒸発により水位が低下

する事故）及び(b)想定事故 2（サイフォン現象等により使用済燃料プール水の

小規模な喪失が発生し水位が低下する事故））における水位の低下速度は第 1表

のとおりと想定しており，上記の計測間隔（ヒータ ON）で水位をとらえること

は問題ないと考える。 

 

第 1 表 想定事故時における使用済燃料プールの水位低下速度 

 水位低下速度 7 分間での水位低下 

想定事故 1 約 0.08m/h 約 10mm 

想定事故 2 約 0.29m/h 約 34mm 

想定事故 2 

（配管全周破断を想定） 

約 3.5m/h 約 409mm 

※水位低下速度及び 7分間での水位低下は燃料有効長冠水部以上の水位での値を示す。 
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2. 使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA 広域）の設定点について 

(1) 目的 

    使用済燃料プールの水位低下が発生した場合に，使用済燃料貯蔵プール水位

（SA 広域）において使用済燃料プール底部まで複数の温度計（熱電対）にて使

用済燃料プールの水位を検知する。 

    使用済燃料プールの検出点としては以下の目的を把握できるように検出点を

設ける設計とする。 

   ・使用済燃料プールの水位低下を早期に検知すること 

   ・使用済燃料プールの水位低下時にサイフォンブレーク孔が有効に機能してい

るか把握すること 

   ・使用済燃料プールの水位低下時に代替注水設備が有効に機能しているか把握

すること 

   ・使用済燃料の露出有無（燃料損傷の可能性）を把握すること 

   ・使用済燃料プール底部付近の水位検知の有無を把握すること 

  

(2) 使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA 広域）の設定点について 

使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA 広域）の各設定点は,検出点の単一故

障や水位低下・上昇傾向を把握可能とするため,下図のとおり設定する。 

 

 
検出点
TMSL

検知目的

31575 水中にある検出器とのリファレンス用

31170 プール水位低下を早期検知

30920
サイフォンブレーク孔が有効に効いていれば，この水位まで早期
低下しないため，計測可能とする

30420 上記検出点のバックアップ

29920
サイフォンブレークが停止し，13時間以内に注水が有効に実施さ
れていればこの水位まで早期低下しないため，計測可能とする。

29420 上記検出点のバックアップ

28420 水位低下・上昇の傾向管理

27420 同上

26420 原子力災害対策指針 全面緊急事態の判断基準のレベル

25420 使用済燃料の露出有無の確認（燃料が損傷する可能性を把握）

24420 同上

23420 同上

21420 同上

20180 プール底部付近の水位有無を把握

T.M.S.L.31395
（通常水位）

T.M.S.L.30195
（想定事故2）

（サイフォンブレーク孔）

使用済

燃料

使用済

制御棒

T.M.S.L.19880

T.M.S.L.20360

T.M.S.L.24420

T.M.S.L.30983

 
 

第 1 図 使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA 広域）の水位設定点（6号炉） 
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検出点
TMSL

検知目的

31575 水中にある検出器とのリファレンス用

31123 プール水位低下を早期検知

30873
サイフォンブレーク孔が有効に効いていれば，この水位まで早期
低下しないため，計測可能とする

30373 上記検出点のバックアップ

29873
サイフォンブレークが停止し，13時間以内に注水が有効に実施さ
れていればこの水位まで早期低下しないため，計測可能とする。

29373 上記検出点のバックアップ

28373 水位低下・上昇の傾向管理

27373 同上

26373 原子力災害対策指針 全面緊急事態の判断基準のレベル

25373 使用済燃料の露出有無の確認（燃料が損傷する可能性を把握）

24373 同上

23373 同上

21373 同上

20180 プール底部付近の水位有無を把握

T.M.S.L.31390
（通常水位）

T.M.S.L.30190
（想定事故2）

（サイフォンブレーク孔）

使用済

燃料

使用済

制御棒

T.M.S.L.19880

T.M.S.L.20360

T.M.S.L.24373

T.M.S.L.30890

 
 

第 2 図 使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA 広域）の水位設定点（7号炉） 

 

 

なお，水位低の警報設定値は，使用済燃料貯蔵プール水位（フロート式）の警報設

定値と併せて水位低下を早期検知する目的から，6 号炉：通常水位 -225mm

（T.M.S.L.31170mm），7 号炉：通常水位 -267mm（T.M.S.L.31123mm）の設定点として

いる。 

また，温度高の警報設定値は，使用済燃料貯蔵プール温度と同様の警報設定値 6号

炉：57℃，7号炉：55℃としている。 
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別紙 3 

警報設定値について 

 

1． 使用済燃料貯蔵プール水位の警報設定値について 

(1) 警報設定範囲及び警報設定値 

使用済燃料貯蔵プール水位の水位高及び水位低の警報設定範囲は下記の考え

に基づき設定している。 

（水位高）使用済燃料プール水位の異常上昇により運転操作床面へプール水が溢

れることを事前に検知するため，通常水位（6 号炉 T.M.S.L.31395mm，

7 号炉 T.M.S.L.31390mm）～T.M.S.L.31700mm(運転操作床面)の間で設

定をする。 

（水位低）通常水位はスキマせきのせき板上部より高い位置にあるが，燃料プー

ル冷却浄化系ポンプが停止した場合プール水位は，せき板の位置によ

りスキマサージタンク開口部下端（6 号炉 T.M.S.L.31243mm，7 号炉

T.M.S.L.31240mm）になる可能性がある。そこから水位が更に低下した

場合は，想定していない異常な水位低下になることから，燃料プール

冷却浄化系ポンプ停止時のプール水位の位置より下に設定をする。 

 

上記警報設定範囲を考慮し，使用済燃料貯蔵プール水位の警報設定値を第 1

表に示す。また第 2 図に使用済燃料貯蔵プール水位の警報設定範囲概要図を示

す。なお，計器誤差を考慮し，警報設定値をプラントごとに設定している。 

 

第 1 表 使用済燃料貯蔵プール水位の警報設定値 

警報 警報設定値 

水位低 
6 号炉：通常水位-162mm(T.M.S.L.31233mm) 

7 号炉：通常水位-250mm(T.M.S.L.31140mm) 

水位高 
6 号炉：通常水位+32mm(T.M.S.L.31427mm) 

7 号炉：通常水位+109mm(T.M.S.L.31499mm) 

 

 

使用済燃料プール側 スキマサージタンク側

 
第 1 図 使用済燃料プールとスキマサージタンク間の概要図 
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T.M.S.L.31390mm
(通常水位)

T.M.S.L.31499mm
(LS001 水位高)

109mm

10mm(計器誤差)

10mm(計器誤差)

T.M.S.L.31240mm                                                 
(スキマサージタンク
開口部下端)

T.M.S.L.31243mm                                                 
(スキマサージタン
ク開口部下端)

5mm(計器誤差)

5mm(計器誤差)

T.M.S.L.31233mm  
(LS001 水位低)

T.M.S.L.31395mm
(通常水位)

T.M.S.L.31427mm 
(LS001 水位高)

32mm

162mm

T.M.S.L.31700mm 
(運転操作床)

水遮へいに必
要な水深通
常水位から約
1.7m

水位低警報から
水遮へいに必要
な水深までの到
達時間約19h

水位高警報から
オーバーフローま
での到達時間約
69min

水遮へいに必
要な水深通
常水位から約
1.8m

水位低警報から
水遮へいに必要
な水深までの到
達時間約19h

250mm

T.M.S.L.31140mm
(LS001 水位低)10mm(計器誤差)

10mm(計器誤差)

65mm
(リセットスパン)

水位高警報から
オーバーフローま
での到達時間約
51min

65mm
(リセットスパン)

T.M.S.L.31700mm
(運転操作床)

6号炉 7号炉

5mm(計器誤差)

5mm(計器誤差)

3mm
(リセットスパン)

3mm
(リセットスパン)

 
第 2 図 使用済燃料貯蔵プール水位の警報設定範囲概要図 

 

 (2) 運転操作における警報設定値の評価 

   以下の諸条件（有効性評価で使用）を用いて評価した。 

・プール保有水量：6号炉 約 2085m3，7号炉 約 2093m3 

・プール断面積：6号炉 約 232m2，7号炉 約 233m2 

・使用済燃料プールの冷却系の機能喪失後，プール水温上昇速度：約 5℃/h 

・使用済燃料プールの冷却系の機能喪失後，プール水位低下速度：約 0.08m/h 

 

水位低警報設定値は 6 号炉で通常水位-162mm（T.M.S.L.31233mm），7 号炉で

-250mm（T.M.S.L.31140mm）となっており，必要な水遮蔽（1mSv/h の場合）は通

常水位から 6 号炉で約 1.7m，7 号炉で約 1.8m である。仮に使用済燃料プール水

の蒸発（水位低下速度：約 0.08m/h）を想定した場合，水位低警報発生から必要

となる水遮蔽（水位）が失われるまでの時間は 6 号炉，7 号炉ともに約 19 時間

となり，使用済燃料プールへの補給操作に余裕＊を持った設計としている。 

水位高警報設定値は 6号炉で通常水位+32mm(T.M.S.L.31427mm)，7 号炉で通常

水位+109mm(T.M.S.L.31499mm)であり，仮に復水補給水系（約 55m3/h）により使

用済燃料プールへ補給し続けてしまった場合，水位高警報発生から運転操作床面

へプール水がオーバーフローするまでに，6 号炉で約 69 分，7 号炉で約 51 分で

あり，警報発生から補給停止操作をする上で余裕＊を持った設計としている。 

 
＊運転員の手動操作の時間的余裕（10 分）＋補給開始又は補給停止操作終了（約 5 分）を考慮しても余裕

を持った設計としている。 
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2．使用済燃料貯蔵プールライナ漏えい検出の警報設定値について 

 (1) 警報設定範囲及び警報設定値 

    使用済燃料プールライナからの微小漏えいを監視するために，計器の設置ス

ペースを考慮し警報を設定する。第 2表に使用済燃料貯蔵プールライナ漏えい

検出の警報設定値を，第 3図に使用済燃料貯蔵プールライナ漏えい検出の警報

設定概略図を示す。 

 

第 2 表 使用済燃料貯蔵プールライナ漏えい検出の警報設定値 

警報 警報設定値 

水位高 
6 号炉：ドレン止め弁+523mm(T.M.S.L.13219mm) 

7 号炉：ドレン止め弁+650mm(T.M.S.L.13307mm) 

 

T.M.S.L.12696mm(ドレン止め弁)

T.M.S.L.13219mm(水位高)
5mm(計器誤差)

6号炉

5mm(計器誤差)
ライナードレン漏えい
検出時に配管に溜まる
水の量

→ 2.27×10-3 m3

5mm(リセットスパン)

523mm

T.M.S.L.12657mm(ドレン止め弁)

T.M.S.L.13307mm(水位高)
5mm(計器誤差)

5mm(計器誤差)

ライナードレン漏えい
検出時に配管に溜まる
水の量

→ 2.36×10-3 m3

7号炉

30mm(リセットスパン)
650mm

 
 

第 3 図 使用済燃料貯蔵プールライナ漏えい検出の警報設定概略図 
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 (2) 運転操作における警報設定値の評価 

使用済燃料貯蔵プールライナ漏えい検出の水位高警報設定値は 6 号炉でドレン

止め弁+523mm(T.M.S.L.13219mm)， 7 号炉でドレン止め弁+650mm(T.M.S.L. 

13307mm)であり，警報設定値までのドレン配管の容積は，6 号炉約 2.27×10-3m3，

7号炉約2.36×10-3m3である。この容量は使用済燃料プールの容積（6号炉約2085m3，

7 号炉約 2093m3）に対して十分小さな値であり，プールライナ漏えいの早期検出

において余裕＊を持った設計としている。 
 

＊仮に 3.00×10-3m3の水がドレン配管に溜まった場合，プールの水位低下は約 0.013mm 程度であり，必要な

水遮蔽（1mSv/h の場合）は通常水位から約 1.7m であることから，余裕を持った設計としている。 

 

3． 使用済燃料貯蔵プール温度の警報設定値について 

 (1) 警報設定範囲及び警報設定値 

   使用済燃料プール水が通常温度よりも高くなったことを検出するため，通常時

の使用済燃料プール水温度の上限値 52℃より高く，プール水の最高許容温度

（65℃）に余裕を見た温度の間で設定する。第 3表に使用済燃料貯蔵プール温度

の警報設定値を，第 4 図に使用済燃料貯蔵プール温度の警報設定概要図を示す。 

 

第 3 表 使用済燃料貯蔵プール温度の警報設定値 

警報 警報設定値 

温度高 
6 号炉：57℃ 

7 号炉：55℃ 

 

52℃(常用値)

57℃(温度高)
2.6℃(計器誤差)

6号炉

2.6℃(計器誤差)

52℃(常用値)

55℃(温度高)
1.7℃(計器誤差)

1.7℃(計器誤差)

7号炉

65℃(最高許容温度) 65℃(最高許容温度)

温度高警報発生
から65℃到達ま
での時間約1.6h

温度高警報発生
から65℃到達ま
での時間約2h

0.5℃(リセットスパン) 1℃(リセットスパン)

 
 

第 4 図 使用済燃料貯蔵プール温度の警報設定概要図 

 

 (2) 運転操作における警報設定値の評価 

有効性評価における使用済燃料プールの冷却系の機能喪失後の温度上昇は約

5℃/h であり，6 号炉の温度高警報設定値 57℃から最高許容温度 65℃に達するま

での時間は約 1.6 時間，7号炉の温度高警報設定値 55℃から最高許容温度 65℃に

達するまでの時間は約 2時間であり，余裕＊を持った設計としている。 

 
＊運転員の手動操作の時間的余裕（10 分）＋残留熱除去系の最大熱負荷モード切替え（約 145 分）に対し

て，使用済燃料プールの冷却系の機能喪失時の初期水温：約 40℃から警報設定値 57℃に達するまでに約

3.4 時間以上あり，更に警報発生から最高許容温度 65℃に達するまで約 1.6 時間であることを考慮する

と，その間に残留熱除去系の最大熱負荷モードへ切り替えることは可能であり，余裕を持った設計とし

ている。 














































